
住宅確保要配慮者の居住の安定確保、
居住支援の体制の整備について

令和３年５月
大阪府 住宅まちづくり部 居住企画課
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現状：大阪府内の居住支援体制等

①大阪府内のセーフティネット住宅登録戸数
35,428戸（全国４位 全国390,471戸）

②大阪府内の居住支援法人指定数
64法人（全国１位 全国380法人）
うち、不動産関係 18法人 福祉関係 46法人

③大阪府内の相談協力店数・協力店数（不動産店） ※府独自制度
協 力 店：あんぜん・あんしん賃貸住宅（セーフティネット住宅等）の紹介や、民間賃貸

住宅探しに関する、高齢者、低額所得者、障がい者、外国人、子育て世帯な
どの住宅確保要配慮者の相談に応じるために登録を受けた不動産事業者
⇒672店

相談協力店：協力店のうち、住宅確保要配慮者の住まいの確保等に係る相談等に積極的
に取り組む協力店のうち、大阪府知事が指定した不動産事業者
⇒協力店のうち22店

④大阪府内の居住支援協議会数
３協議会（府、豊中市、岸和田市）
・Osakaあんしん住まい推進協議会（府協議会） H27.3.25設立
入会している市町村数 39市町村（未入会：能勢町、豊能町、島本町、忠岡町）
・豊中市居住支援協議会 H30.11.2設立
・岸和田市居住支援協議会 R1.8.28設立 １

※データは令和３年３月31日時点
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【市町村別セーフティネット住宅登録数】

戸／35,428戸（R3年3月末時点）

○セーフティネット住宅の登録状況

セーフティネット住宅の登録戸数は、大阪市、堺市が多くなっているが、
民間賃貸住宅数と比較すると泉州や南河内がセーフティネット住宅の割合が高くなっている。

※民間賃貸住宅数については、H30住宅・土地統計調査によるもので、町村は除く。

高齢者保健福祉圏域 大阪市 豊能 三島 北河内 中河内 南河内 堺市 泉州 合計

SN住宅登録数 6,021 3,078 4,507 4,669 3,747 3,002 3,795 6,609 35,428

民間賃貸住宅数 597,500 139,830 89,000 123,280 97,070 43,480 78,600 66,830 1,235,590

SN住宅登録数/民間賃貸住宅数（％） 1.01 2.20 5.06 3.79 3.86 6.90 4.83 9.89 2.87

２
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【市町村別居住支援法人の主な活動エリア】

法人数／62法人（R3年2月末時点）

高齢者保健福祉圏域 大阪市 豊能 三島 北河内 中河内 南河内 堺市 泉州

法人数 35 5 4 6 4 1 4 3

○居住支援法人の主な活動エリアの状況（市町村別）

居住支援法人の主な活動エリアを市町村別に見ると、
大阪市が過半であり、その他の市町村は０～４法人となっている。
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【市町村別居住支援法人の活動エリア】

法人数／62法人（R3年2月末時点）

○居住支援法人の活動地域の状況（市町村別）

府内全市町村において、当該市町村を活動エリアとする居住支援法人は20～30法人おり、
地域的な偏在はない。
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【居住支援法人の属性別支援状況】

法人数／60法人（R3年1月末時点）

○居住支援法人の住宅確保要配慮者への対象者別（属性別）の支援状況

どの属性においても、支援できる居住支援法人は一定数確保できている。

５
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【市町村別協力店登録状況】

協力店数／672店（R3年3月末時点）

○府内の相談協力店・協力店の登録状況（市町村別）

協力店がない市町村は７市町村ある一方、
地域別に見ると、一定数の相談協力店・協力店がある。

高齢者保健福祉圏域 大阪市 豊能 三島 北河内 中河内 南河内 堺市 泉南

協力店数 278 57 34 82 48 38 57 65

相談協力店指定状況

5店大阪市

3店堺市、東大阪市

2店岸和田市

1店
八尾市、寝屋川市、吹田市、
池田市、富田林市、羽曳野市、
茨木市、藤井寺市、枚方市

６



論点１：居住支援法人及び協力店等の連携強化について

支援をしている住宅確保
要配慮者の属性

○収入がない方や生活保護受給者が多い。

探されている住宅の
家賃相場

○３万円～５万円以下（住宅扶助費の受給額以内）で探されている
住宅確保要配慮者が多い。

○本人希望や生活保護からの自立を促すため、2～3.5万円以内で探すこともある。

公営住宅への
入居希望状況

○公営住宅への入居を希望されている方もいるが、入居時期や希望地域などの条件が合わない、
当選しないなどにより、入居できない方もおり、居住支援法人は住宅確保要配慮者の状況に
合わせ、入居支援を行っている。

セーフティネット住宅の
活用状況

○地域や家賃、入居審査に通りやすいなどを考慮して住まいを探すため、
セーフティネット住宅だけでなく民間賃貸住宅全体で条件に合うものを探すことが多い。

セーフティネット住宅に
求めること

○低家賃の住宅やエレベーターのある住宅を増やしてほしい。また、地域偏在をなくしてほしい。
○滞納のリスクを回避するため、家賃債務保証業者が保証人を求めることもあり、
入居支援をすることで滞納リスクを軽減する取組みや家賃債務保証市場環境整備を
推進してほしい。

大阪府や市町村に
求めること

○居住支援法人の周知や活動支援、市町村居住支援協議会を設立してほしい。

○居住支援法人ヒアリング結果（R2.11時点）

ヒアリング先：社会福祉法人、社会福祉協議会、人権関係法人、生活困窮者支援団体、障がい者支援団体、
NPO法人各１団体、不動産関係団体３社 計９団体

令和2年度大阪府調査
７



○住宅セーフティネット制度に関する協力店アンケート調査

対象事業者：不動産事業者（協力店）571社 回答社数：202社 回答率：35.4％
実施期間：令和３年１月29日～３月19日

◆居住支援法人等との連携 ◆家賃債務保証業者が行う見守り等の
独自サービスの利用状況

既に居住支援法人と

連携している

6%

既に居住支援をしている

団体と連携している

1%

今後連携していきたい

69%

連携する予定はない

24%

利用している

18%

今後利用していきたい

62%

利用する予定はない

20%

連携内容例
・見守り、死後事務委任など全般
・住まい探し、空き家対策、見守り
・高齢者の居住相談
・月一回相談会の相談員、セミナー実施、
緊急連絡先提供等

サービス内容例
・毎日のコールサービス
・単身高齢者への定期的な連絡
・遺品整理、死後等のかたづけ等

令和2年度大阪府調査
８



協力店からの意見（自由記述）

○高齢者（独身など）、保証人がいない場合の滞納、遅延、死亡などにも対応する

仕組みが欲しい。

○保証人がいない場合、家賃債務保証業者との契約で緊急連絡先が必要ですが、

家主がなることができない。見守りする法人でなってほしい。

○居住支援と福祉の連携がもっと必要と感じます。

○府と市の協力体制を望みます。

○しっかり居住支援に取組をしてる業者（不動産店）に対して

サポートに取組んで欲しい。今後も官民でしっかりと連携できる事を期待します。

○住宅セーフティネット制度に関する協力店アンケート調査

令和2年度大阪府調査

９



事業者名 本社所在地

1株式会社オリコフォレントインシュア 東京都港区芝浦４丁目９－２５号

2日商ギャランティー株式会社 兵庫県神戸市中央区元町通５－４－３

3株式会社近畿保証サービス 兵庫県神戸市中央区北長狭通４－４－１８

4一般財団法人高齢者住宅財団 東京都千代田区神田錦町１－21－１ ヒューリック神田橋ビル４階

5ハウスリーブ株式会社 東京都港区海岸３－２０－２０

6フォーシーズ株式会社 東京都港区新橋５－１３－７

7日本セーフティー株式会社 大阪府大阪市西区江戸堀２－１－１

8株式会社賃貸保証サービス 宮城県仙台市青葉区中央３－１０－１２

9株式会社コマーシュ福岡 福岡県福岡市博多区博多駅東１－１６－１４リファレンス駅東ビル

10あんしん保証株式会社 東京都品川区東品川４－１２－４ 品川シーサイドパークタワー９階

11プラザ賃貸管理保証株式会社 東京都中野区新井１－８－８レオパレス中野ビル６階

12株式会社レキオス 沖縄県那覇市おもろまち４－１９－１６

13レントエール株式会社 大阪府堺市中区深井沢町３１２５番地アートビル３階

14株式会社エポスカード 東京都中野区中野４－３－２

15全保連株式会社 沖縄県那覇市字天久９０５

16株式会社ラクーンレント 東京都中央区日本橋蛎殻町一丁目14番地14号

17エルズサポート株式会社 東京都新宿区大久保３－８－２新宿ガーデンタワー

18株式会社エフアール信用保証 大阪府大阪市天王寺区上汐４－３－１１

19ジェイリース株式会社 大分県大分市都町１－３－１９大分中央ビル７階

20株式会社Casa 東京都新宿区西新宿２－６－１

21株式会社ジョイフルサポート 福岡県北九州市八幡東区山王１－１１－１

22リビングネットワークサービス株式会社 京都府京都市下京区高辻通東洞院東入稲荷町５２１番地

23株式会社PｰRent 東京都新宿区百人町２－２４－１３百人町成和ハイツ１０３号室

24株式会社いえらぶパートナーズ 東京都新宿区西新宿２－６－１ 新宿住友ビル２４階

25株式会社ダ・カーポ 東京都北区赤羽１－５２－１田口ビル７階

26株式会社バーチャルペイメント 東京都千代田区岩本町２－１１－２イトーピア岩本町二丁目ビル３階

27賃住保証サービス株式会社 東京都江戸川区一之江８－４－３

28アーク株式会社 岩手県盛岡市中ノ橋通２－８－２

29アークシステムテクノロジーズ株式会社 福岡県福岡市博多区博多駅南１－３－１１KDX博多南ビル９階

30株式会社アルファー 鹿児島県鹿児島市照国町１５－１５

31特定非営利活動法人抱樸 福岡県北九州市八幡東区荒生田２－１－３２

32アイ・シンクレント株式会社 東京都品川区上大崎２－２５－５

33株式会社テンポアップ 神奈川県横浜市西区北幸２－９－１０ HSビル８階

34株式会社スマイルサポート 茨城県つくば市竹園２－３－１７

35株式会社エントランス 兵庫県姫路市花影町３－１－５

36旭化成賃貸サポート株式会社 東京都新宿区西新宿１－２２－２新宿サンエービル１３階

37株式会社イントラスト 東京都千代田区麹町１－４半蔵門ファーストビル２階

38株式会社にじいろライフ 東京都港区六本木７－１８－１８ 住友不動産六本木通ビル１０階

39日本賃貸保証株式会社 千葉県木更津市羽鳥野６－２１－４

40株式会社ルームバンクインシュア 東京都渋谷区神宮前６－１２－２０ J６Front７階

事業者名 本社所在地

41ニッポンインシュア株式会社 福岡県福岡市中央区天神２－１４－２福岡証券ビル６階

42興和アシスト株式会社 大阪府大阪市中央区道修町１－５－１８

43株式会社レグシス 東京都千代田区岩本町２－１１－２イトーピア岩本町二丁目ビル３階

44日本賃貸住宅保証機構株式会社 大阪府大阪市中央区城見２－２－２２マルイトOBPビル３階

45株式会社ギャランティー・アンド・ファクタリング 熊本県熊本市中央区辛島町４－３５

46レスト・ソリューション株式会社 東京都千代田区飯田橋３－３－９千代田VERDAビル３階

47株式会社プレミアライフ 東京都千代田区麹町２－４－１

48株式会社クレデンス 東京都千代田区飯田橋１－３－２

49アールエムトラスト株式会社 東京都中央区日本橋茅場町３－７－６茅場町スクエアビル７Ｆ

50株式会社えるく 愛媛県松山市千舟町３－３－８

51株式会社フェアー信用保証 沖縄県那覇市西１－１９－７

52株式会社アドヴェント 東京都港区東麻布１－１０－１３

53株式会社アセット・アイ 長野県伊那市中央４５６１－７

54ナップ賃貸保証株式会社 東京都千代田区麹町３－５－２

55特定非営利活動法人ワンファミリー仙台 宮城県仙台市青葉区二日町４－２６リバティーハイツ二日町１０２

56スターリンク株式会社 千葉県船橋市葛飾町２－４０２－３ マルショウビル５階

57株式会社あんど 千葉県船橋市湊町２－５－４藤代ビル３０２号室

58株式会社力十インベストメント 東京都世田谷区北沢２－１０－１５

59株式会社サポート３６５ 香川県高松市寿町１－２－５ 井門高松ビル１階

60有限会社てるまさ保証 沖縄県那覇市字国場１１７０番地の６

61セキスイユニディア株式会社 東京都港区芝２－１３－４住友不動産芝ビル４号館２階

62株式会社アース賃貸保証 東京都中央区新川１－７－３

63ジャストサービス株式会社 茨城県水戸市南町２－４－３９

64株式会社くらしケア
愛知県名古屋市千種区小松町６－１１－３ OS・SKYマンションレスカール大
久手２０１号室

65不動産契約書類作成代行株式会社 東京都中野区本町４－４４－１３ 西京城西ビル３階

66株式会社宅建ブレインズ 東京都千代田区飯田橋３－７－１２ Ｋ・Ｐビル４階

67株式会社Ａ－Ｓ 東京都新宿区高田馬場３－１２－２５石田ビル３階

68株式会社ベステックス 東京都文京区本郷２－３９－３

69株式会社アクシスコミュニティ 東京都台東区東上野４－１６－９瀬嶋ビル３階

70株式会社ワンズスタンド 東京都港区東麻布１－３－８ ５階

71新日本信用保証株式会社 東京都墨田区江東橋2-19-7富士ソフトビル１３階

72株式会社アルファ保証 東京都新宿区神楽坂6-22

73株式会社日専連ジェミス 北海道帯広市西2条南8丁目8番地

74株式会社レグリオ 愛知県名古屋市北区城見通3-5日販名古屋ビル6階

75株式会社アーネット 福岡県福岡市博多区博多駅東1-11-5アサコ博多ビル6階

76株式会社アイ・ギャラン 東京都新宿区西新宿七丁目8番2号福八ビル6F

77アラームボックス株式会社 東京都新宿区市谷本村町3-22ナカバビル8階

78
特定非営利活動法人生活困窮・ホームレス
自立支援ガンバの会

千葉県市川市八幡３－２８－２３ 本八幡イーストビル３階

79GUARANTEE INTERNATIONAL株式会社 東京都千代田区岩本町2-11-2イトーピア岩本町二丁目ビル３階

○登録家賃債務保証業者一覧

国の登録事業者数 79社 （令和3年4月16日時点）のうち、近畿地方整備局管内に本社があるのは9社
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○家賃以外の保証範囲として、「原状回復費用」が90.5％、「残置物撤去費用」が78.4％と賃借人の退去後に関する
保証がされている。

○家賃以外の保証範囲（全国） ※家賃債務保証業者アンケート（調査期間：令和２年10月７日～21日）

出典：令和２年度居住支援活動等の普及・促進に関する調査・検討業務報告書（国土交通省）
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家
主

住
宅
確
保

要
配
慮
者入居

契約
サービスの提供

補助 居住支援法人（申請者）
（家賃債務保証、家主支援、入居者支援）

【家賃債務保証市場環境整備促進事業のイメージ】

大阪府

契約
（保証料・サービス

料負担）

住宅確保要配慮者の入居を
拒まない住宅（専用住宅）

サービスの提供

賃貸借契約

上限6万円/件

家賃債務保証市場環境整備促進事業

住宅確保要配慮者の入居に対する家主の不安解消や入居者への支援を促進するため、家賃債務保証と併せて、

集金代行や葬儀の実施等の家主支援及び見守り、生活相談等の入居者支援を行う居住支援法人が

低廉化した家賃債務保証料の一部に補助を行う。

入居者の主な要件

①セーフティネット住宅（専用住宅）に入居するもの。

②入居者の所得が、月額１５万８千円を超えないもの。

③入居者が、生活保護法に規定する住宅扶助又は生活困窮者自立支援法に規定する生活困窮者住居確保給付金を

受給していないものであること。

○府の取組み
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国のアンケートや府が実施した家賃債務保証業者へのヒアリングより
○補償対象として、多くの業者が「原状回復費用」「残置物撤去費用」についても対象範囲としている

○「見守りサービス等の入居者支援を案内できる業者は限られている」、「緊急連絡先を必須としている」
などの居住支援の観点からのサービスが不足している

保証人について 〇全社、保証人無しのプラン有り（保証料が異なる場合有り）

居住支援について
〇家主支援（原状回復費用、残置物撤去費用）は提供されている
〇入居者支援（見守りサービス）については、案内できる会社は数社
〇居住支援法人と連携している家賃債務保証会社は２社

その他
〇緊急連絡先を必須としている（法人を認めていないケースが多い）
〇保証プランとしては、単一的なものが多い
〇金銭管理や身元引受人などの支援があれば、審査が通りやすい

○家賃債務保証業者へのヒアリング結果（R3.2時点）

訪問先：家賃債務保証業者 ８社

方針（案）

・セーフティネット住宅、居住支援法人、相談協力店・協力店の登録及び指定を引き続き推進すると
ともに、居住支援法人、相談協力店・協力店、家賃債務保証業者が連携できるようマッチングを行い、
入居前支援から退去後支援まで切れ目のない支援ができるよう働きかけを行う

例）居住支援法人、相談協力店・協力店、市町村の研修会や情報交換会の開催などにより、
それぞれの取組みを周知 等

令和2年度大阪府調査
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○国補助金の概要（居住支援法人対象）

論点２：居住支援法人に対する支援について

出典：令和3年度居住支援法人活動支援事業の概要（国土交通省）
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○居住支援法人の指定を受けた目的（全国）

○居住支援法人の指定を受けた目的は、「ネットワークが広がることを期待」が27.6％、
「オーソライズされ、信用が高まる」が24.3％、「補助金が活用できる」が22.6％である。

出典：令和２年度居住支援活動等の普及・促進に関する調査・検討業務報告書（国土交通省）
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○経常収支の財源については、「収益事業による収益」が44.4％、「補助金」が39.9％である。

○居住支援法人の経常収益の財源（全国）

44.4%

39.9%

34.6%

33.3%

32.1%

30.9%

28.0%

18.9%

収益事業による収益

補助金

寄付金

その他

会費

受託事業費

無回答

助成金

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%N=243

出典：令和２年度居住支援活動等の普及・促進に関する調査・検討業務報告書（国土交通省） 16



17

○補助金終了後の事業継続のためのプランについて、約半数が未定のままである。

○補助金終了後の事業継続のためのプランの有無（全国）

出典：令和２年度居住支援活動等の普及・促進に関する調査・検討業務報告書（国土交通省）



方針（案）

・居住支援法人が使いやすい補助金制度になるよう国に働きかけを行う

補助金に関する居住支援法人からの意見（R1～R2年度の大阪府への相談事例から）

（意見の抜粋）
○補助金の交付要件として、居住支援を行う専任者の配置が必須であり、
その専任者は代表者以外を要件とされているが、
小規模の居住支援法人では代表者以外に専任者を置くことは難しい。

○居住支援法人は、もともと他の業務の延長線上で居住支援を行っているものが多く、
専用の電話番号や居住支援法人であることを名乗る必要があるのか。

○交付要件である常設窓口の設置後や専任者を雇った後に、
中間報告や実績報告時点で、事務事業者と法人の解釈に齟齬があり、
補助金が交付できないと言われる場合があり、補助金が貰えないだけでなく、
経費負担が発生した。

○加算項目の入居相談解決について、
住宅確保要配慮者の入居確認書と契約書の写しの提出が必要と言われ、
仲介業者に確認書の記載を求めたところ、
このような書類を書かないといけないのなら、協力できないと言われた。
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○国の支援

方針（案）

・居住支援法人に居住支援協議会の設立を促し、居住支援協議会への補助金の活用を図る

出典：令和２年度都道府県等高齢者住宅担当課長会議資料（国土交通省）
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○府の支援

居住支援法人が行う高齢者等の見守りや交流活動の拠点としての府営住宅の空室活用
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方針（案）

・府営住宅の活用等について
様々な機会を通して情報発信を行い、
居住支援法人の活動を支援する
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